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 コロナ禍を契機に、わが国ではデジタル化による雇用の構造変化が起きてい
る。ICT先進国並みにデジタル化が進めば、2015年対比、自動車の運転手
は11万人、販売店員は10万人、ビル清掃員は９万人ほど減少する一方、デ
ジタル人材（システムコンサルタント・設計者、ソフトウエア作成者、その他の情報処理・

通信技術者）は60万人ほど増えることになる（CGEモデルによる試算）

デジタル化による雇用の構造変化

オンライン・ショッピング比率 職業別雇用者数の変化幅
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（資料）総務省「産業連関表」、内閣府「GDP統計」を基に日本総研作成
（注）ICTサービスの中間投入比率が２倍となった場合の試算。前提条件等は安井（2021）を参照。
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（資料）総務省「家計調査」および「家計消費状況調査」を基に日本総研作成
（注）二人以上の世帯。
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 こうした雇用の構造変化は、家計・企業がデジタル化に最適に反応した結果
として起こるもの。したがって、自動車の運転手や販売店員など労働需要が
減少する職業から、デジタル人材といった需要が増加する職業に、労働力が
円滑にシフトすることが望まれる

 逆に、時代に合わない制度・慣習によって円滑な労働移動が妨げられれば、
わが国の経済成長率は抑制され、人々の所得も下振れる公算が大きい

構造変化に対応した円滑な労働移動の必要性

職業間の労働移動 労働移動の阻害が経済成長に与える影響

デジタル人材

販売店員

自動車の運転手

（資料）日本総研作成

著者 内容

Hayashi and 
Prescott 
(2008)

戦前の日本が高度成長しなかった背
景には、規制によって農業部門から
他部門に労働力がシフトできなかっ
たことがある。この阻害要因がなけ
れば、日本の労働者一人あたり実質
GNPは、米国のそれの1/3ではなく少
なくとも1/2まで増加していたと試算

Esteban-Pretel
and Sawada 
(2014)

日本が戦後に高度成長した主因は、
非農業部門のTFP上昇。仮に農業部門
から非農業部門への労働移動が阻害
されていれば、1990年時点で実質
GNPは実際よりも18％近くも下振れ
ていたと試算
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 労働移動しやすい環境の整備に向けて、①職業情報の見える化、②ジョブ型雇
用の導入、③リカレント教育の支援が必要不可欠

 労働者は、目指す職業の職務内容や賃金、スキルを把握し、転職後に期待通り
の賃金が得られるという確信を持ってはじめて、コストをかけて学び直し、転
職する。また、教育訓練費用が捻出できない個人には公的支援が必要に

円滑な労働移動の実現に必要な３条件

円滑な転職 円滑な労働移動に必要な３条件

職業情報の見える化

ジョブ型雇用の導入 リカレント教育の支援

円滑な労働移動

（資料）日本総研作成

ICTサービス業（デジタル人材）

（必要なスキルの習得）

職業情報
職務内容・賃金
求められるスキル

リカレント教育

（資料）日本総研作成

小売業（販売店員）

ジョブ型
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 職業情報の見える化には、日本版O-NET（厚労省が2020年３月に運用を開始した職

業情報提供サイト）の活用が有効。ただし、いくつか課題も

 第１に、職業・雇用見通し・賃金情報の不足。米国のO*NET Onlineでは、
約1000の職業について職務内容や雇用見通し、賃金分布（時給・年収）が
把握できる一方、日本版O-NETでは、約500の職業しかないほか、雇用見
通しは存在せず。賃金情報についても各職業の平均年収しか把握できず

職業情報の見える化：課題①

日本版O-NETにおける労働条件の特徴（Webデザイナーのケース） 米国O*NET Onlineにおける雇用見通し等（Webデザイナーのケース）

（資料）日本版O-NETより抜粋(2022年２月21日アクセス）
（資料）O*NET OnlineでWeb & Digital Interface Designersを検索した結果を抜粋

（2022年２月21日アクセス）
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 第２に、必要なスキルを学べる講座（コース）の情報が不足。自己啓発（労働者

が仕事を継続するために行う、スキルを自発的に向上させるための活動）を行ううえでの問題点
として「（目指すキャリアに）適切なコースが不明」と回答する社会人は
「仕事繁忙」「高コスト」「家事・育児繁忙」に次いで多く、現状、日本版
O-NETは、こうした人々を十分にサポートできるインフラになっていない

職業情報の見える化：課題②

正社員 非正社員
自己啓発を行う上での問題点

（資料）厚生労働省「能力開発基本調査」
（注）2020年度調査。各問題点の表現は簡略化（「適切なコースが不明」は「どのようなコースが自分の目指すキャリアに適切なのかわからない」を簡略化）。



Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. 

（資料）一般社団法人人材サービス産業協議会「転職賃金相場2021」を基に日本総研作成
（注）募集時最高年収の上位15％値における最高値と最低値。

9

 対応策として、第１に、厚労省は民間の人材紹介企業と連携し詳細な転職時の
賃金データを入手するほか、賃金統計の個票データを用いることで、より多く
の職業における、地域別の賃金分布（時給および年収）を提供すべき

 加えて、新たな職業（米国のO*NETの例：Remote Sensing Scientists & Technologists、

Blockchain Engineersなど）についても研究し、適宜日本版O-NETで紹介すべき

職業情報の見える化：対応策①

わが国における転職賃金相場（2021年度） 日本版O-NETと米国O*NET Onlineにおける職業数の比較
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（資料）日本版O-NET（2022年２月21日アクセス）、Gregory and Lewis (2019)を基に日本総研作成
（注）職業分類の対応関係は筆者の判断によるもの。
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 第２に、厚労省は、日本版O-NETで各職業に必要なスキルを学べる講座を
一覧化すべき（省庁や大学等<MOOCs含む>による職業スキルに関連する全講座が対象）

 加えて、講座内容のレベル（難易度）や履修要件等も把握できるようにすれ
ば、利便性が高まるほか、個人がキャリアを開発するうえでの目標が明確化
されるため、リカレント教育に対する意欲が高まることが期待される

職業情報の見える化：対応策②

O*NET Onlineにおける訓練講座等の表示（Webデザイナーのケース） スキルのレベル（ニュージーランド）

（資料）NZQA (2016, p. 5)のNZQF Structureを抜粋

（資料）O*NET OnlineでWeb & Digital Interface Designersを検索した結果を抜粋（2022年２月21日アクセス）
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 ここ数年、わが国でもグローバル企業を中心にジョブ型雇用を本格的に導入
する動きがみられるなか、政府はこうした動きを後押していくことが重要

 課題としては、第１に、同一労働同一賃金（雇用形態にかかわらない均等・均衡待

遇）の不徹底。法改正により、同一企業・団体におけるいわゆる正規と非正
規との間の不合理な待遇差が禁止されたものの、パート・有期社員を雇用し
ている企業の約２割で対応方針が未定。実際、両者の時給差は縮小せず

ジョブ型雇用の導入：課題①

同一労働同一賃金ルールへの対応状況 一般・短時間労働者間の時給の乖離率（職種別分布）

対応方針は未定

見直しに向けて

検討中

見直しを実施中

見直しを完了

見直しの必要なし

（対応完了）

無回答

（資料）独立行政法人労働政策研究・研修機構（2021）
（注）常用雇用者10人以上規模のうち、パート・有期社員を雇用している企業。サンプル数は

6,877。項目名称は簡略化。
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（資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を基に日本総研作成
（注）19年以前は20年調査と同じ推計方法を用いた過去分集計を使用。職種区分が対応し、時給の乖離率

が算出できる16職種が対象。大企業は常用労働者1,000人以上、中小企業は10～99人。女性が対象。
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（資料）独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2019」
（注）米国のみ中位値、それ以外の国は平均値。

13

 第２に、メンバーシップ型雇用の下、わが国企業において多くの従業員は、
他の企業での勤務経験がなく、主体的にキャリアを形成していくマインドが
乏しいことがある。この結果、他企業からも評価されるような職業スキルの
高い人材が育成されにくく、職業における企業横断的な人的なネットワーク
（アソシエーション、職業コミュニティ）の形成も進まず

ジョブ型雇用の導入：課題②

25～54歳の勤続年数（2017年） 交流のある人間関係

（資料）株式会社リクルート リクルートワークス研究所「５カ国リレーション調査【データ集】」
（注）大卒以上の30～40歳代が対象。調査期間は2020年12月。有効回答者数は日本621名、米国624名。
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 同一労働同一賃金の強化に向けて、厚労省は、不合理な待遇差が疑われる事
業所に対する指導を積極化すべき。上記の通り、日本版O-NETを改善し、
職業ごとの時給を示しつつ、短時間労働者の時給改善を勧告すべき

 もっとも、違法な状況を正せるのは不利益を受けている当事者であることも
事実。海外の訴訟事例を紹介することで、不利益を受けている人々の当事者
意識を醸成するとともに、個人が裁判外紛争解決手続（以下、ADR）を行
いやすい環境も整備するべき。加えて、都道府県労働局において無料・非公
開のADRが行えることを日本版O-NETなど様々な媒体で周知徹底すべき

ジョブ型雇用の導入：対応策①

海外における同一労働同一賃金を巡る訴訟の例 パートタイム・有期雇用労働法に係る紛争解決援助・調停

国 内容

ニュージーランド 2012年に介護士のKristine 
Bartlettは、女性が多数の高齢者介
護業において低賃金を強いられた
として、Pay equityを巡る訴訟を
提起。2017年に賃金引上げで和解

米国 2019年にサッカー女子米国代表選
手が、男子代表選手とのEqual pay
を巡る訴訟を提起。2022年に報酬
引上げで和解

（資料）雇用環境・均等部（室）における法施行状況についてより日本総研作成
（注）2020年度。

（資料）The National Library of New Zealandおよびロイター2022年２月23日「サッカー＝米代表の
男女待遇格差で和解、今後は同一賃金に」を基に日本総研作成
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 企業横断的な職業意識の醸成に向け、政府は企業に対し、従業員を「囲い込
む」ような規則・慣習の撤廃を促すべき。具体的には長時間労働の是正と兼
業・副業を解禁。これにより、大学等での学び直しや「異業」他社での就業
を通じた人的ネットワークが形成され、職業意識の形成およびイノベーショ
ンの創出も期待できる

 また、退職金や企業年金（３階部分）など「後払い賃金」制度を見直すこと
で、過度な長期勤続のインセンティブ構造を変えることも重要。これらは、
企業にとっては不都合なものであるものの、産業構造の転換が進むなか、労
働移動の阻害要因を取り除くことは経済成長にとってはプラスに（p.4右表参

照）

ジョブ型雇用の導入：対応策②

長時間労働者の割合（国際比較）

（資料）Granovetter (1973)、Perry-Smith (2006)、Putnam (2000)より日本総研作成

（資料）独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2019」
（注）2018年における週間49時間以上働いている就業者の割合。

２種類の社会資本（Social Capital）

Bonding (絆的) Bridging (橋渡し的)

定義
内向きで排他的な性格
を強める社会資本

外向きで多様なものを包
含する社会資本

例
家族や親しい友人。
強い紐帯（strong ties）

ちょっとした知り合い。
弱い紐帯（weak ties）

効果

「生きていく（getting 

by）」のに役立つ
予想外の機会につながり
「前に進む（getting 

ahead）」ことや創造性の
発揮に役立つ

わが国企業の社会資本はBonding ＞＞ Bridgingの可能性
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 社会人が大学等で学び直す際の課題として、社会人ニーズと乖離した講座内
容がある。文科省の調査によれば、大学等が提供する講座のカリキュラムに
ついては、「最先端のテーマ」や「幅広い仕事に活用」が、教育方法につい
ては「ICT活用」や「専門・基礎知識の復習」、「企業との連携」がそれぞ
れ社会人ニーズに十分に応えられていない模様

リカレント教育の支援：課題①

社会人ニーズと乖離するカリキュラム 社会人ニーズと乖離する教育方法
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大学等の方が社会人よりも
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（資料）文部科学省（2016）を基に日本総研作成
（注）各項目の表現は簡略化した。
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（資料）独立行政法人 労働政策研究・研修機構（2018）図表２－５を基に日本総研作成

65％
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 学び直しには多額の費用がかかるなか、専門実践教育訓練給付金制度（雇用

保険の被保険者であれば、指定講座を受講した場合に費用の50%<年間上限40万円>が給付金

として支給される制度）は個人の学び直しを支援するうえで有益

 もっとも、指定講座の偏りや使い勝手の悪さには課題：

• 需要の高いデジタル分野は全講座の１割未満。提供地域も大都市に集中

• １講座受講すると訓練費の多寡にかかわらずその後３年間は利用不可

• 訓練前カウンセリングが義務付けられているものの、多くのキャリアコンサルタントが
デジタル分野に不案内な可能性

リカレント教育の支援：課題②

専門実践教育訓練指定講座の分野別割合 ハローワーク等で働くキャリアコンサルタントの年齢分布

（歳代）

（資料）厚生労働省 専門実践教育訓練指定講座一覧【令和３年（2021年）４月１日現在】を基に
日本総研作成

（注）「目標とする資格等名称」および「講座名」を基に判断し分類したため、ある程度幅を持ってみる必要。



Copyright (C) 2022 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. 

0
5

10
15
20
25
30
35

大
学
が
有
す
る
シ
ー
ズ
と
社
会
や
地
域

の
ニ
ー
ズ
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
確
保

大
学
側
に
お
け
る
地
域
や
企
業
等
と
の

連
携
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
す
る
人
材
の

確
保

地
域
課
題
の
解
決
に
向
け
た
産
学
官
の

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

地
域
特
有
の
課
題
の
解
決
に
取
り
組
む

人
材
の
育
成
・確
保

部
局
横
断
的
な
産
学
連
携
・社
会
貢
献

推
進
体
制
の
構
築

地
域
課
題
の
解
決
に
資
す
る
研
究
お
よ

び
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
充
実

社
会
課
題
解
決
に
向
け
た
大
学
の
好
事

例
の
横
展
開

特
に
な
い

そ
の
他

（％）

19

 在職者の学び直しニーズに的確に応えるため、政府は、地域の企業が必要と
するスキルを検討する「地域リスキリング協議会」を設立すべき。スタート
アップを含む企業、大学等の教育機関、地方自治体等が参加。各省庁や自治
体は協議内容を踏まえ、新講座を開発する教育機関への補助金支給や、専門
実践教育訓練給付金の指定講座への認定などを迅速に行うことが求められる

 なお、企業が求めるスキルの洗い出しは、オンラインツールを活用すること
で効率化するほか、協議の様子を動画で配信することで、参加者の緊張感や
就業者の関心を維持することも重要。また、分科会を設けるのも一案

リカレント教育の支援：対応策①

大学の社会貢献面の課題 「地域リスキリング協議会」の果たす役割

（資料）一般社団法人日本経済団体連合会（2022）より抜粋

大学等
教育機関

省庁・地方自治体

・
・・

企業

企業
スキル・ニーズ

新講座の提供 就業者
（在職者）

転職・就業

補助金等の支援

協議会
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 専門実践教育訓練給付金の課題については、文科省は全国の国立大学・大学
院に交付金を増額しつつ、指定講座への申請を促すべき。同時に、社会人教
育に関わる大学教員の学務負担を軽減したり、インセンティブを付与すべき

 また、給付金の支給上限（168万円）の範囲内で複数受講できるよう制度変更
するとともに、個人が利用可能な「残高」を確認しやすくするためにも、省
庁で連携しマイナポータルと関連付けるべき

 さらに、厚労省は、キャリアコンサルタント自身のスキルアップが可能とな
るよう、毎年、新しく需要が見込まれる職業に関する職業情報を提供すべき

リカレント教育の支援：対応策②

専門実践教育訓練講座の地理的分布 マイナポータル

（資料）筆者のマイナポータルサイトより貼り付け
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（資料）専門実践教育訓練指定講座一覧【令和３年（2021年）４月１日現在】を基に日本総研作成
（注）「目標とする資格等名称」および「講座名」を基に判断し分類したため、ある程度幅を持ってみる必
要。
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 デジタル化による雇用の構造変化に対応し、衰退する職業から成長する
職業に労働力がシフトすることは、わが国の経済成長や人々の所得改善
にとって重要

 こうした円滑な労働移動を実現するために、次の３点に取り組むことが
求められる：

①職業情報の見える化：日本版O-NETの機能拡充

②ジョブ型雇用の導入：同一労働同一賃金の強化と囲い込み体質の是正

③リカレント教育の支援：就業者ニーズの反映と教育訓練給付金の改善

 なお、上記以外に労働移動を促す解雇規制（整理解雇の４要件：人員削減の必要

性、解雇回避努力、人選の合理性、手続きの妥当性）の緩和ついては、人々が解雇さ
れても、生活の不安なく必要なスキルを学び直すことができ、再就職が
しやすい環境が整備されてはじめて、人々が受け入れられる状況になる
とみられる

まとめ
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